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1) 赤聞きIJrQ Cサ クルと55働者の勤労意欲J ~労働経営アナウンスメント~ (兵庫県労働経
世研究所編)NO. 187.昭和58年3月。
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昭和田年6月;同「社会・技術システム論による作業組織の再編成Jn E~ 昭和51年 7 月，石
井陣三「自律的乍業集団のく可能性>Jf駒沢大学経砕学論集』第10巻第3号，昭視153年3月，風間
信隆「社会・技術システム論と『自樟酌作業柴田~H明大商学論叢』鰯3巻 5 . 6号，昭和田年
3 月，臭林康司『労働の人間 t~ 有斐閣，昭和5E年;神田良「封働白人間化と半白樺的作業集団」
『ビジネスレピュー JIVol. 29 No. 2.昭和国年9月;村田和彦「自律的作業集団の企業的必要性」
「自樟的作業柴田の作用H一橋論叢』第'7巻第3号，昭和:i7年3月.第"巻第3号，昭和57:年9用。
め なお，本稿で取りあげたケースと別のケースについて許1のJ問命や会照きれ介い。

























QCザ グル本部編 WQCサー クル綱領』
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参加率 係長以上を除く所員数 XIOO i) り。 。
46 47 18 49 50 51 52 53 46 47 48 49 50 51 52 .53 
年度→ 年度→


















名 朝す |会社数 |比率問
Q Cサークノレ 43 47.3 
自主管理活動 6 66 
改善捉案運動 4 44 
Z D 運 動 3 3 3 
原価低減運動 2 2.2 
改 善 活 動 2 2.2 
M I 運 動 2 22 
P3小集用(グルー プ〉 2 22 
グループ活動 Z 2.2 
小集団運動 2 2.2 
サークル活動 2 2.2 


























































































なものではない(第6表)c また， 活動のテーマの決定についても iすべて
グル プが自主的に決定』とする会社は約5割あるが， i大筋は会社決定，会









































































































































務局は， 第2表によってみてきたように (8ベー ジ)， QC十 グノレ活動の展
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100 ? ? ? ?
90 
80 

























































































































































56年，今野浩郎 r6社の事例にみる日本的職溺設計とその特徴Jn E~ 昭和51年10月。
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きて a それでは -eジ ι ーノレ方式の効果はどうであろうか。まず，生産性に



















| モ開ジ始ュー 時川期式 I 生産性向上率
速度計ユニット組立 1970年8月 70% 
回転計ユニット組立 " 10月 15 
メーター外装組立 1978年3月 8 
自動車用時計外装組立 " 9月 16 
モジュレーター外装組立 " 9)1 8 
タングユニ v ト組立 1973年4月 20 
オドメーター組立 1980年7月 8 




























































































QCサー クル活動と社会技術システム論による責任ある自律的作業集団 く:Il!;) 25 
外のものであること，第2にそれゆえに本来の仕事の質の改善を行なうもので
はないこと，第3に，業務外ら活動を活発にするために，事務局十職制は y
ノレープに対して幼言や援助を行なうが，そうすることはこの活動の最も重要な
点であるはずの自主性を制約することになってしまうということであった。
そζで，本来の仕事それ自体に自律性を認めるものとして，社会・技術、ンス
テム論による責任ある自律的作業集団があるが，すでに我国において， これと
同様のものを実施している企業があるので，そのケースの紹介を通じて，責任
ある自律的作業集団と QCサークノレ等の小集団活動の違いを明らかにした。
との責任ある自律的作業集団もすべての場合に有効というわけではないが，
もし，労働とかかわって何らかの自律性を労働者が求めているものとすれば，
QCサークノレ活動等のように，業務外のところで自主性を考えるのではなく，
本来の仕事それ自体において自律性を認め，その中で労働者が技能的にも成長
していくことのできる責任ある自律的作業集団の形成の可能性を検討してい〈
ことは意義のないことではないであろう。
